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No.0 り災証明書・支援制度窓口案内 

 

No.０－１ り災証明書・被災証明書・被災届出証明書 

内容 

 

■り災証明書 

り災証明書は、住家などの被害の程度を証明するものです。行政などが実施する各種

支援制度を利用するために必要な書類です。 

■被災証明書 

住家以外の建物に被害が生じた場合は、り災証明書発行と同様の手続きを経て、り災

証明書に準じた被災証明書を交付します。 

対象となる方 災害により建物に被害を受けられた方 

窓口 

受付時間 

■窓口 

珠洲市役所 1 階市民課 

■受付時間 

全日 8 時 30 分～18 時 30 分 

必要書類 ・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

・調査済証（お忘れの場合でも本人確認書類があれば、交付可） 

その他 ■その他の申請方法 

①郵送申請 

申請書と本人確認書類（運転免許証等）の写しを郵送してください。 

＜書類提出先＞ 

〒927-1295 石川県珠洲市上戸町北方 1 字 6 番地の 2 

珠洲市役所 市民課 

②県内の他の自治体窓口での申請 

県内の他の自治体へ避難した方は、避難先の自治体窓口で交付申請ができます。 

③オンライン申請 

マイナポータルの「ぴったりサービス」で、り災証明書のオンライン申請ができます。 

事前にマイナポータルの利用者登録およびログインが必要です。 

入力フォームに必要事項を入力し、申請してください。なお、申請にはマイナンバーカ

ードによる電子署名が必要です。 

※詳しくは、珠洲市ホームページをご確認ください。 

お問合せ先 珠洲市役所 市民課 市民相談室 ☎0768-82-7732 

受付時間｜全日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/site/bousaisuzu/11555.html
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内容 ■被災届出証明書 

被災届出証明書は「建物以外の構築物(門、ブロック塀など)・動産（機械、車など）」に

ついて、被害の届出が珠洲市にあったことを証明するものです。被災の程度や被災した

事実を証明するものではありません。 

※提出先に被災届出証明書が必要か確認いただき、必要な場合は申請してください。 

対象となる方 災害により被害を受けられた方 

窓口 

受付時間 

■窓口 

珠洲市役所 1 階市民課 

■受付時間 

全日 8 時 30 分～18 時 30 分 

必要書類 ・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

・被害の状況がわかる写真（日付入り）や被害が生じたことを確認できる資料（修繕の見

積書など） 

その他 ■その他の申請方法 

・郵送申請  

①被災届出証明書をダウンロードして、必要事項を記載してください。 

②被災届出証明書に「被害の状況がわかる写真（日付入り）」または「被害が生じたこと

を確認できる資料（修繕の見積書など）」を添付して、珠洲市役所市民課まで送付してく

ださい。 

③受付後、証明書（被災届出証明書の写し）を返送します。 

＜書類提出先＞ 

〒927-1295 石川県珠洲市上戸町北方 1 字 6 番地の 2 

珠洲市役所 市民課 

お問合せ先 珠洲市役所 市民課 市民相談室 ☎0768-82-7732 

受付時間｜全日 8 時 30 分～18 時３0 分 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/site/bousaisuzu/11555.html
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No.０－２ 被災者支援総合窓口 

内容 災害により被害を受けられた方が利用できる支援制度等の案内を行う窓口です。 

対象となる方 災害により被害を受けられた方 

窓口 

受付時間 

■窓口 

珠洲市役所 1 階 市民ロビー 

■受付時間 

全日 8 時 30 分～18 時 30 分 

必要書類等 ・り災証明書 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

・振込先口座の通帳等の写し（義援金・被災者生活再建支援金の申請が必要な方） 

お問合せ先 珠洲市役所代表番号 ☎0768-82-2222 

受付時間｜全日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

No.０－３ 公費解体受付窓口 

内容 公費解体の受付を行う窓口です。 

対象となる方 被災家屋等の被害程度が半壊以上で、公費解体を希望するすべての方 

窓口 

受付時間 

■窓口 

珠洲市民図書館 

■受付時間 

全日 8 時 30 分～18 時 

必要書類等 No 3－1 家屋等の公費解体（14 頁）参照 

お問合せ先 公費解体受付専用ダイヤル 

☎080‐7974‐1737 / ☎080-7046-1827 

受付時間｜全日 8 時 30 分～17 時 （※窓口受付時間とは異なります。） 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/site/bousaisuzu/11672.html#soumado
https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/12442.html#shinsei
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No.１ 経済的な支援（地震による人的被害、住家被害等） 

 

No.１－１ 災害弔慰金・災害障害見舞金 

支援の内容 ■災害弔慰金 

災害により死亡された方（災害関連死を含む）のご遺族（配偶者、子、父母、孫、祖父

母、兄弟姉妹）に弔慰金を支給します。 

生計維持者が死亡した場合 500 万円 

その他の者が死亡した場合 250 万円 

■災害障害見舞金 

災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障害が出た場合で、その後も重度の

障害が残った方に見舞金を支給します。 

生計維持者が障害を負った場合 250 万円 

その他の者が障害を負った場合 125 万円 

  

対象となる方 ■災害弔慰金 

死亡診断書等により災害による死亡と確認できた場合。災害関連死については、災害

との相当な因果関係があることが確認できる書類の提出を受けて、審査・認定します。 

■災害障害見舞金 

災害により下記のような障害を受けられた方 

ア．両眼が失明した人 

イ．咀嚼（そしゃく）および言語の機能を廃した人 

ウ．神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する人 

エ．胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する人 

オ．両上肢をひじ関節以上で失った人 

カ．両上肢の用を全廃した人 

キ．両下肢をひざ関節以上で失った人 

ク．両下肢の用を全廃した人 

ケ．精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が前各項目 

と同程度以上と認められる人 

必要書類等 
危機管理室までお問合せください。 

その他 

お問合せ先 危機管理室  ☎0768-82-7725 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/bousai/bousai_g/hisaisha_shien/chouikin.html
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No.１－２ 被災者生活再建支援金 

支援の内容 災害により、生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金を給付します。 

区

分 

基礎支援金 

(住宅の被害に応じて支給する支援金) 

加算支援金 

(住宅の再建方法に応じて 

支給する支援金) 
合計 

被害の程度 金額 再建方法 金額 

複

数

世

帯 

・全壊 

・半壊解体 

・敷地被害解体 

・長期避難世帯 

100 万円 

建設・購入 ２００万円 ３００万円 

補修 １００万円 ２００万円 

賃借 ５０万円 １５０万円 

・大規模半壊 ５０万円 

建設・購入 ２００万円 ２５０万円 

補修 １００万円 １５０万円 

賃借 ５０万円 １００万円 

・中規模半壊 

・半壊 
－ 

建設・購入 １００万円 １００万円 

補修 ５０万円 ５０万円 

賃借 ２５万円 ２５万円 

単

数

世

帯 

・全壊 

・半壊解体 

・敷地被害解体 

・長期避難世帯 

７５万円 

建設・購入 １５０万円 ２２５万円 

補修 ７５万円 １５０万円 

賃借 ３７.５万円 １１２.５万円 

・大規模半壊 37.5 万円 

建設・購入 １５０万円 １８７.５万円 

補修 ７５万円 １１２.５万円 

賃借 ３７.５万円 ７５万円 

・中規模半壊 

・半壊 
－ 

建設・購入 ７５万円 ７５万円 

補修 ３７.５万円 ３７.５万円 

賃借 １８.７５万円 １８.７５万円 
 

対象となる方 災害により被害を受けた世帯であって、下記のいずれかに該当する世帯 

全壊 り災証明書で「全壊」と認定された世帯 

半壊解体 
り災証明書で「大規模半壊・中規模半壊・半壊」と認定され、 

やむを得ず解体された世帯 

敷地被害解体 
住宅の敷地に被害が生じ、敷地を補修するには、住宅を解体

せざるを得ない世帯 

長期避難世帯 長期避難に認定された世帯 

大規模半壊 り災証明書で「大規模半壊」と認定された世帯 

中規模半壊 り災証明書で「中規模半壊」と認定された世帯 

半壊 り災証明書で「半壊」と認定された世帯 
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必要書類等 ■基礎支援金 

（①～④全員共通） 

①被災者生活再建支援金支給申請書 

②り災証明書 

③通帳の写し 

④マイナンバーカード、もしくは、住民票 

⑤解体証明書または滅失登記簿謄本（半壊解体・敷地被害解体の場合） 

⑥敷地被害証明書類（敷地被害解体の場合） 

⑦長期避難世帯証明書（長期避難世帯の場合） 

■加算支援金 

（①～④全員共通） 

①被災者生活再建支援金支給申請書 

②り災証明書 

③通帳の写し 

④マイナンバーカード、もしくは、住民票 

⑤解体証明書または滅失登記簿謄本（半壊解体・敷地被害解体の場合） 

⑥敷地被害証明書類（敷地被害解体の場合） 

⑦長期避難世帯証明書（長期避難世帯の場合） 

⑧建設・購入、補修、賃貸借等の契約書の写し 

※基礎支援金を申請した後に、加算支援金を申請する場合や、基礎支援金と加算支援

金を同時に申請する場合は、重複する書類（①～⑦）は省略できます。 

お問合せ先 危機管理室  ☎0768-82-7725 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/11/12111.html
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No.１－３ 石川県義援金・珠洲市義援金（人的被害） 

支援の内容 

対象となる方 

災害により被害を受けられた方に、義援金を配分します。 

区分 対象 
石川県義援金 珠洲市 

義援金 一次配分 二次配分 

死者 

死亡した事実が死亡診断書等により

証明された方（災害関連死を含む） 

※災害弔慰金の対象者 

※県外に住民登録があり、珠洲市で

地震により死亡された方も対象です。 

２０万円 80 万円 ２０万円 

重傷者 

１か月以上の治療を要する負傷を負

った方 

※被災後の片付け作業中の負傷など

の２次被害は対象外 

※県外に住民登録があり、珠洲市で

地震により負傷された方も対象です。 

10 万円 － 10 万円 

 

必要書類等 対象者の住民登録地によって、申請先、必要書類が異なります。 

■【珠洲市】が住民登録地の方 

区分 
申請先 

必要書類 
石川県義援金 珠洲市義援金 

死者 珠洲市 珠洲市 
申請不要 

（災害弔慰金の対象者が該当） 

重傷者 珠洲市 珠洲市 

・令和６年能登半島地震災害義援

金（第一次＋第二次）配分申請書 

・医師の診断書 

・振込先口座の通帳等の写し 

■【石川県内（珠洲市外）】が住民登録地の方 

区分 
申請先 

必要書類 
石川県義援金 珠洲市義援金 

死者 
住民登録地 

の市町村 
珠洲市 

・令和６年能登半島地震災害義援

金(珠洲市）配分申請書 

・災害弔慰金が支給されたことの

わかる書類 

・振込先口座の通帳等の写し 

重傷者 
住民登録地 

の市町村 

住民登録地 

の市町村 

・令和６年能登半島地震災害義援

金(第一次＋第二次）配分申請書 
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・医師の診断書 

・振込先口座の通帳等の写し 

※「死者」区分の手続きについて 

石川県義援金については、住民登録地の市町村での手続きが必要です。 

その他手続きについては、珠洲市で手続きできます。 

 

■【石川県外】が住民登録地の方 

区分 
申請先 

必要書類 
石川県義援金 珠洲市義援金 

死者 珠洲市 珠洲市 

・令和６年能登半島地震災害義援金 

（第一次＋第二次）配分申請書 

・災害弔慰金が支給されたことのわかる

書類 

・振込先口座の通帳等の写し 

重傷者 珠洲市 珠洲市 

・令和６年能登半島地震災害義援金 

（第一次＋第二次）配分申請書 

・医師の診断書 

・振込先口座の通帳等の写し 

_ 

その他 ・災害弔慰金の対象者・石川県義援金（第一次配分）を申請した方は申請不要です。 

※追加配分は同じ口座に振り込みます。 

・人的被害・住家被害は重複申請可能です。（9 頁参照） 

・手続きは、被災者支援総合窓口または郵送（代理人手続きの場合、郵送は不可） 

お問合せ先 人的被害・住家被害の義援金配分、申請手続きに関すること 

危機管理室  ☎0768-82-7725 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/1/12605.html
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No.１－４ 石川県義援金・珠洲市義援金（住家被害） 

支援の内容 

対象となる方 

災害により被害を受けられた世帯に、義援金の配分を行います。 
 

区分 対象 
石川県義援金 珠洲市 

義援金 一次配分 二次配分 

全壊 り災証明書で「全壊」と認定 ２０万円 ８０万円 ５０万円 

大規模 

半壊 
り災証明書で「大規模半壊」と認定 １５万円 ６０万円 ３５万円 

中規模 

半壊 
り災証明書で「中規模半壊」と認定 １０万円 ４０万円 ２５万円 

半壊 り災証明書で「半壊」と認定 ５万円 ２０万円 １０万円 

準半壊 り災証明書で「準半壊」と認定 － １０万円 ５万円 

一部 

損壊 
り災証明書で「一部損壊」と認定 － ３万円 ３万円 

必要書類等 ・令和６年能登半島地震災害義援金（第一次＋第二次）配分申請書 

・り災証明書 

・世帯主の振込先口座の通帳またはキャッシュカードの写し 

【被害を受けた住家に住民登録がない場合】 

居住していたことを証明する書類 (世帯員の水道・電気などの使用量がわかる書類、家

屋の賃貸契約書等) 

その他 ・被災者生活再建支援金・石川県義援金（第一次配分）を申請した方は申請不要です。

※追加配分は同じ口座に振り込みます。 

・人的被害・住家被害は重複申請できます。(8 頁参照) 

・手続きは、被災者支援総合窓口または郵送（代理人手続きの場合、郵送は不可） 

お問合せ先 人的被害・住家被害の義援金配分、申請手続きに関すること 

危機管理室  ☎0768-82-7725 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/1/12605.html


 

 
10 

  

No.１－５ 石川県義援金（特別給付分） 

支援の内容 

対象となる方 

■全住民一律５万円の配分（石川県義援金特別給付分） 

令和 6 年 1 月 1 日時点で、6 市町（珠洲市、七尾市、輪島市、志賀町、穴水町、能登

町）に、住民登録をされていた方 

※ ６市町に住民登録がない場合でも、居住実態があったときは、居住を証明する書類

の提出により、対象と認められる場合があります。 

必要書類等 【全員共通】 

・令和６年能登半島地震義援金（特別給付分）申請書 

・対象となる方の本人確認書類[給付対象者全員分]（運転免許証、マイナンバーカード

など） 

・振込先口座の通帳等の写し 

【代理申請の場合】 

・代理人の本人確認書類 

【住民登録がなく居住実態がある方】 

・居住を証明する書類の写し（電気・水道・ガス等の料金明細書、民生委員・町内会長に

よる居住証明など） 

【令和 6 年 1 月 1 日以降に亡くなられた方の給付を同じ世帯の方が受け取る場合】 

・申請者（世帯の代表者）の本人確認書類の写し 

・死亡されたことを証明する書類（死亡診断書の写し）または死亡の記載がある住民票の

写し等） 

その他 ・義援金（特別給付分）は全員申請が必要です。 

・手続きは被災者支援総合窓口（受付時間 9 時～17 時｜※他手続と受付時間が異なり

ます。）、郵送（代理人手続きの場合、郵送は不可）または、オンライン手続きで受付して

います。 

お問合せ先 ①住民一律 5 万円の配分に関すること 

義援金配分委員会事務局（石川県健康福祉部企画調整室）｜☎076－225-1412 

②住民一律 5 万円の申請に関すること 

石川県コールセンター ☎0120－102－829 

受付時間｜全日 9 時～18 時 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://ishikawa-gienkin.jp/
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No.１－６ 生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付 

支援の内容 災害により被災し、当座の生活費を必要とする世帯に貸付を行います。 

■貸付限度額 

原則として、一世帯に１０万円。ただし、①～④のいずれかに該当する場合は、 一世帯

につき２０万円の貸付も可能。(いずれも１回限り) 

①世帯員の中に被災による死亡者がいる場合 

②世帯員に要介護者がいる場合 

③４人以上の世帯である場合 

④世帯員に被災による重傷者や妊産婦、学齢児童がいる場合 

■据置期間 

貸付の日から１年以内 

■償還期間 

据置期間終了後２年以内 

■貸付利子  

無利子 ※償還期限後は残元金に対して年３．０％の延滞利子が発生します。 

■窓口 

珠洲市社会福祉協議会 

対象となる方 災害により被災し、当座の生活費を必要とする世帯 

必要書類等 ・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

・申込者の預金通帳またはキャッシュカード 

※いずれも準備できない場合は、ご相談ください。 

その他 避難先の市町の社会福祉協議会でもご相談できます。 

お問合せ先 珠洲市社会福祉協議会 ☎0768-82-7751 

受付時間｜平日 9 時～15 時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.isk-shakyo.or.jp/information/pdf/N2401199704353.pdf
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No.１－７ 児童扶養手当の災害特例措置 

支援の内容 児童扶養手当について、所得制限を解除し、全部支給となる特例措置があります。 

■適用期間 

被災した月から翌年の１０月分まで 

対象となる方 

児童扶養手当の所得制限を受けている場合で、自己または所得税法上の控除対象配

偶者および扶養親族の所有する財産について、その価格の概ね２分の１以上の損害を受

けた方 

必要書類等 
・児童扶養手当被災状況書 

・り災証明書(写し) 

その他 ・所得制限を受けていない場合（全部支給）は対象外です。 

・被害金額には保険金で補てんされた額は含みません。 

・被災した年の所得が所得制限限度額以上であった場合は、後日返還が必要です。 

・所得税法上扶養していない親族の損害については対象外です。 

お問合せ先 福祉課（子育て支援係）  ☎0768-82-7747 

受付時間｜平日 8 時３0 分～18 時 30 分 

 

 

No.１－８ 火葬費用の補助 

支援の内容 珠洲市営斎場が使用できなかった期間中、市外で火葬するために増加した費用を支給

します。 

■対象費用 

遺体安置場所や市内葬儀場から市外葬儀場への搬送費、遺体保管料、諸経費（棺、

ドライアイス）等 

※別途、石川県からの助成対象になる費用は除きます。 

■申請期限 

令和 6 年 12 月 27 日 

対象となる方 
令和 6 年 1 月 1 日から令和 6 年 3 月 4 日の間に珠洲市に住民登録があった方を、珠

洲市外で火葬するための費用を負担した方 

必要書類等 

・支給申請書兼請求書 

・火葬許可証 

・対象経費の内訳がわかる請求書や領収書の写し 

・通帳の写し 

その他 詳細は、危機管理室にお問合せください。 

お問合せ先 危機管理室  ☎0768-82-772５ 

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/6/9176.html
https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/1/15302.html
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No.2 避難のための支援 

 

No.２－１ ２次避難 

支援の内容 自宅の復旧や仮設住宅等への入居が始まるまでの間、一時的に、被災地の避難所か

ら、2 次避難所（金沢以南、または、県外のホテル・旅館）への移動を支援します。 

※宿泊料は、無料です。食事の提供については、施設によって取扱いが異なります。 

※ペット受け入れ可能施設が満室のため、ペットを同伴することはできません。ご自身で

令和 6 年能登半島地震動物対策本部（☎076-213-5788）にご連絡いただき、無料一

時預かり先を決めてからお申し込みください。 

対象となる方 ・ホテル・旅館での自立した生活が可能な方 

・ご家族の介助によりホテル・旅館での生活が可能な方 

必要書類等 必要書類は別途お問合せください。 

その他 避難所以外で避難生活を送る方の情報登録を LINE、または 

☎0120-247-001（石川県｜9 時～18 時）へお願いします。 

※ご登録いただいた情報は、関係自治体からの支援・情報提供のために

利用します。 

お問合せ先 ・２次避難 

石川県コールセンター ☎0120-266-755 

受付時間｜全日 9 時～18 時 

 

 

 

No.２－２ ペット相談 

支援の内容 一時預かり、相談等の支援 

対象となる方 ・ペットの飼い主でお困りの方 

・お困りの飼い主が周りにいる方 

必要書類等 必要書類等は別途お問合せください。 

お問合せ先 ・ペットに関する相談窓口 

いしかわ動物愛護センター 能登北部担当 ☎0768-22-2028 

受付時間｜平日 9 時～17 時 

・被災したペットの一時預かりおよび健康相談 

能登半島地震動物対策本部 ☎076-213-5788 

受付時間｜平日 10 時～16 時 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/site/bousaisuzu/11752.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/yakuji/doubutsu/pet_notohantoujishin.html
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No.3 すまいの確保・再建のための支援 

 

No.３－１ 家屋等の公費解体 

支援の内容 災害により損壊した家屋等について、生活環境上の保全を図るため、所有者からの申請

に基づき、解体撤去（公費解体）および運搬処分（公費運搬処分）を行います。 

また、自費で解体撤去（自費解体）等を行った方についても、市が算定した基準額の範

囲内で、償還を受けることができる場合があります。 

対象となる方 家屋等の所有者 

必要書類等 【全員共通】 

・り災証明書（または被災証明書） 

・本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証など） 

・被災家屋等の解体、撤去に係る申請書（様式第１号） 

・被災家屋等の配置図（様式第７号） 

【ア．代理人が申請する場合】 

・委任状（様式第９号） 

・印鑑登録証明書（家屋等所有者） 

【イ．解体する物件が共有名義または相続権者がいる場合】 

・同意書（様式第 10 号） 

・印鑑登録証明書（権利者全員） 

・相続権者がいる場合、相続関係図（様式第１１号）と相続権者全員の戸籍謄本 

【ウ．解体する物件に金融機関の抵当権等が設定されている場合】 

・同意書または抵当権解除証書等の抹消書類 

【エ．解体する物件に金融機関以外の抵当権等が設定されている場合】 

・同意書（様式第１２号） 

・印鑑登録証明書（権利設定者） 

【オ．解体する物件を第三者に貸している場合】 

・同意書（様式第１３号） 

【カ．解体する物件が隣家等に寄りかかっていたり、隣地に倒れている場合】 

・同意書（様式第１４号または様式１５号） 

【キ．解体する物件が未登記の場合】 

・名寄帳または固定資産課税明細 

その他 ■窓口 

珠洲市民図書館 

■受付時間 

全日 8 時 30 分～18 時 

※専用ダイヤルまたはウェブフォームで申請予約も可能です。 

お問合せ先 公費解体受付専用ダイヤル ☎080‐7974‐1737 / ☎080-7046-1827 

受付時間｜全日 8 時 30 分～17 時 （窓口受付時間とは異なります） 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/12442.html
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No.３－２ 応急修理制度 

支援の内容 災害により、「大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊」と判定された住宅を、自らの資力

では応急修理をすることができない方からの申請に基づき、市が業者に依頼し一定の範

囲内で応急修理します。 

■応急修理の内容 

【応急修理の範囲】 

下記４項目のうち、日常生活に必要で欠くことのできない部分で、緊急に行う修理 

①屋根、基礎、柱、はり、外壁、床等 

②ドア等の開口部（外部周りや生活に最低限必要な箇所） 

③電気、ガス、上下水道等の配管、配線 

④トイレ等の衛生設備 

【注意点】 

・地震の被害と直接関係のある応急修理のみが対象です。 

・内部の仕上材のみの交換や、エアコンなどの家電製品の修理・交換は原則として対象

外です。 

・応急修理をする業者について、指定はありません。 

■限度額 

【一世帯あたりの応急修理の限度額】 

住宅の被害の程度 応急修理の限度額 

(全壊)、大規模半壊、中規模半壊、半壊 ７０.６万円 

準半壊 ３４.３万円 

※同一住宅（１戸）に二世帯以上が居住している場合でも、上記の一世帯あたりの額以

内となります。 

■工事完了期限 

令和 6 年 12 月 31 日 

対象となる方 下記全てに該当する方（世帯） 

①災害救助法が適用された日（令和６年１月１日）に珠洲市に居住する方（世帯） 

②「大規模半壊」、「中規模半壊」、「半壊」又は「準半壊」の被害を受けた方（ただし、 「全

壊」の場合でも、応急修理することにより、居住が可能となる場合は対象となります。） 

③住宅の応急修理が必要な方（世帯） 

④自らの資力では応急修理をすることができない方 

必要書類等 ■申請者が提出する書類 

・り災証明書（写し） 

・住宅の応急修理申込書 （様式第 1 号） 

・資力に関する申出書（様式第 2 号） 

・修理見積書（様式第 3 号） 

・住宅被害状況に関する申出書 
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■修理業者が提出する書類 

【修理依頼受付後】 

・請書 

【工事の完了後】 

・工事完了報告書 

・修理前、修理中、修理後の写真台帳 

※必要書類は、環境建設課で配布のほか、珠洲市ホームページからダウンロードできま

す。 

その他 ・応急修理を行う箇所について、被害状況が分かる写真を必ず撮影してください。 

・応急修理は、市が業者に直接工事代金を支払う制度です。業者へ工事代金の支払い

が完了してしまうと、本制度を利用することができませんので、ご注意ください。 

・原則として、公費解体・建設型仮設住宅との併用はできません。 

お問合せ先 環境建設課（建築住宅係）  ☎0768-82-7756 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

No.３－３ 宅内配管・排水管の修繕に関する受付窓口 

支援の内容 被災した住宅における宅内配管・排水管の修繕に関する受付窓口を設置します。 

■窓口 

石川県管工事業協同組合連合会事務局内 

☎0120-055-122 

■受付時間 

平日 9 時～17 時 

■受付期間 

 令和 6 年 5 月 13 日～7 月 31 日 

対象となる方 宅内配管・排水管の修繕が必要な方 

必要書類等 必要書類は別途お問合せください。 

お問合せ先 

石川県生活環境部環境政策課 ☎076-225-1463 

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/11537.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kankyo/haikan_hojo.html
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No.３－４ 合併浄化槽の点検・復旧工事 

支援の内容 ■合併浄化槽の点検・復旧工事 

①市設置型（下水道料金を納めている方） 

現在、市で浄化槽復旧工事の発注作業を進めています。 

工事の日程が決まり次第、お電話にてご連絡します。 

 

②個人設置型（下水道料金を納めていない方） 

浄化槽に関する相談窓口を開設しています。 

被災した浄化槽の点検を実施していますので、ご相談ください。 

【窓口】 

浄化槽コールセンター  ☎0120-326-121 

受付時間｜ 9 時～17 時３0 分（日曜・祝日除く） 

 

■浄化槽の修理や入れ替えに係る費用補助 

合併浄化槽…修理、入れ替え 

単独浄化槽…合併浄化槽に入れ替える場合 

浄化槽 補助上限額 

5 人槽 97.8 万円 

6～7 人槽 118.8 万円 

８～10 人槽 168.8 万円 
 

対象となる方 市内に浄化槽（合併浄化槽、単独浄化槽）を所有されている方 

必要書類等 ・交付申請書（珠洲市ホームページでダウンロードできます） 

・浄化槽被害調査結果書 

・工事見積書 

その他 詳細は、環境建設課にお問合せください。 

お問合せ先 環境建設課（上下水道係） ☎0768‐82-7786 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/11636.html
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No.３－５ 応急仮設住宅（建設型） 

支援の内容 災害により、住家に被害を受けた被災者のうち、自らの資力では住宅を確保することが

できない方に対して、応急仮設住宅を建設し、応急住宅を供与します。 

■窓口 

被災者支援総合窓口（市役所１階ロビー）  8 時 30 分～18 時 30 分 

※電子申請もできます。 

■入居日 

仮設住宅が完成次第、順次ご案内 

■入居期間 

住宅完成日から原則２年以内 

■入居する区域や順序 

申し込み内容をもとに、入居地区や順序を決定（先着順ではありません。） 

■入居にかかる費用 

光熱水費は入居者負担（家賃は無料） 

対象となる方 下記のいずれかに該当する方 

①住宅が全壊、全焼または流出し、居住する住宅がない方 

②半壊（「中規模半壊」、「大規模半壊」を含む。）であっても、住宅として再利用できず、

やむを得ず解体を行う方 

③二次災害等により住宅が被害を受ける恐れがある、ライフライン（水道、電気、ガス、道

路等）が途絶している、地滑り等により避難指示等を受けているなど、長期にわたり自ら

の住宅に居住できない方 

④住宅の応急修理制度を併用する場合、修理に要する期間が 1 か月を超えると見込ま

れる方（半壊以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難な方に限る。） 

⑤その他、国と県の協議により、やむを得ず入居すべきと認められた方 

※入居要件についてご不明な方は、環境建設課にお問合せください。 

必要書類等 ・建設型応急住宅の入居申込書 

※電子申請ご利用の場合、こちらの QR コードを読み込んでください。 

 

その他 詳細は、環境建設課にお問合せください。 

お問合せ先 環境建設課（建築住宅係）  ☎0768-82-7756 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/11680.html
https://apply.e-tumo.jp/city-suzu-ishikawa-u/profile/userLogin_initDisplay?nextURL=CqTLFdO4voY7ApoW%2FEEU397dRrdLP0zYtUINsUzZVMvzKbjnC8Aydvxqw4kSilcSGw3FQwg0M%2B9C%0D%0APW6jwAGcZjTnGQs4kmZLIlPuP1h9onVFEn0MFSeQjg%3D%3D8RcnYfVf3Uk%3D%0D%0A
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No.３－６ 賃貸型応急住宅（みなし仮設） 

支援の内容 災害により、住宅に大きな被害を受けた方に対して、民間賃貸住宅を活用して賃貸型の

応急住宅を供与します。 

■賃貸住宅の条件 

①石川県内にある住宅で、家賃が 1 か月当たり次の額以下であるもの(次の額を超過す

るものは認められず、超過分を個人負担することも不可) 

区分 石川県内 

（金沢市・野々市市を除く） 

石川県内 

（金沢市・野々市市） 

１人の世帯 
６万円 

６万円 

２人の世帯 ８万円 

３～４人の世帯 ８万円 １０万円 

５人以上の世帯 １１万円 １２万円 

※富山県、福井県、新潟県の住宅に入居する場合は、別金額 

②貸主から同意を得ているもの 

③不動産事業者(仲介業者)が斡旋した住宅であること 

④原則、耐震性が確保されている住宅であること 

※入居期間中に、小学校入学年齢に達しない児童（以下、「未就学児」という。）は、入居

人数に含めない。ただし、未就学児が 2 人以上場合は、1 人あたり 0.5 人（小数点以

下切り上げ）として換算する。 

（例）未就学児 1 人→0 人、未就学児 2 人→1 人、未就学児 3 人→2 人 

■入居期間 

入居から 2 年以内（災害時に賃貸住宅に居住されていた方は、入居日から 1 年以内） 

※恒久的な住まいの確保後や断水等のライフラインの復旧後、速やかに退去する必要が

あります。 

※応急修理制度を併用する場合は、応急修理制度の終了時期までとなります。 

■入居者が負担する費用 

光熱水費、駐車場料金、自治会費等 

対象となる方 災害により下記のいずれかに該当する方 

①住宅が全壊、全焼又は流失し、居住する住宅がない方 

②半壊（「中規模半壊」、「大規模半壊」を含む。）であっても、住宅として再利用できず、

やむを得ず解体を行う方 

③二次災害等により住宅が被害を受ける恐れがある、ライフライン（水道、電気、ガス、道

路等）が途絶している、地滑り等により避難指示等を受けているなど、長期にわたり自ら

の住宅に居住できない方 

④住宅の応急修理制度を利用する方のうち、修理に要する期間が 1 か月を超えると見

込まれる方（半壊以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難な者に限る。） 

⑤その他、国と県の協議により、やむを得ず入居すべきと認められた方 
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必要書類等 
まずは、物件の選定を行っていただくため、不動産団体相談窓口へご相談ください。 

その他 

お問合せ先 ■物件（賃貸住宅）に関すること 

県内の各宅地建物取引業者（不動産業者）・不動産団体 

団体名 電話番号 

石川県宅地建物取引業協会 ☎076-291-2255 

全日本不動産協会石川県本部 ☎076-280-6223 

全国賃貸住宅経営者協会連合会金沢支部 
☎0120-27-1000 

（接続番号 388006） 

■窓口 

入居を希望する物件（賃貸住宅）のある市町が対応します。 

環境建設課（建築住宅係）  ☎0768-82-7756 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/11659.html
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No.３－７ 公営住宅（石川県） 

支援の内容 県内にある県営住宅、国家公務員宿舎の空き住戸等を提供します。 

住宅の種類 
提供戸数 

※5 月 15 日時点 
所在地 

県営住宅 ２５９戸 
金沢市、小松市、加賀市、白山市、能美

市、野々市市、内灘町 

国家公務員宿舎 

（財務省北陸財務局宿舎） 
７4 戸 金沢市、小松市 

※お住まいの市・町の窓口、または避難先の市・町の窓口で、入居申込できます。 

※市町営住宅に関しては、各市町窓口にお問合せください。 

■入居期間 

住宅の種類 入居期間 

県営住宅 入居日から原則１年以内（状況により延長） 

国家公務員宿舎 

（財務省北陸財務局宿舎） 
入居日から原則１年以内（状況により延長） 

■使用料 

共益費、自治会費、光熱水費等は入居者負担です。（家賃、敷金、駐車場使用料は免

除） 

対象となる方 災害により、住宅に大きな被害を受けられた方 

必要書類等 【県営住宅】 

・県営住宅目的外使用許可申請書 

・誓約書 

・入居確認票 

・住民票の写し（取得が困難な場合、後日提出でも可） 

・り災証明書（取得が困難な場合、り災証明書申請書等でも受付可） 

【国家公務員宿舎】 

・国家公務員宿舎目的外使用許可申請書 

・誓約書 

・入居確認票 

・住民票の写し（取得が困難な場合、後日提出でも可） 

・り災証明書（取得が困難な場合、り災証明書申請書等でも受付可） 

その他 ・生活家電の購入に対する支援が利用可能です。 

お問合せ先 石川県土木部建築住宅課 ☎076-225-1776 

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kenju/r6notojishin-kenei.html
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No.３－８ 生活家電の購入に対する支援【賃貸型応急住宅（みなし仮設）・公営住宅】 

支援の内容 賃貸型応急住宅（みなし仮設）や公営住宅の入居者へ洗濯機、冷蔵庫、テレビの購入に

対する支援をします。 

■対象家電 

洗濯機、冷蔵庫、テレビ ※その他の家電は対象外です。 

■支援額（上限） 

・家電１点につき ６万円（消費税を含む） 

・１戸あたり総額１３万円（送料・設置料・消費税を含む） 

※超過分は自己負担となります。 

対象となる方 災害により被災し、賃貸型応急住宅（みなし仮設）、公営住宅に入居する方 

必要書類等 領収書などの証拠書類 

※制度開始前の購入分であっても対象となりますが、必ず領収書等の証拠書類を保存

してください。 

その他 

・建設型応急仮設住宅（珠洲市） 

珠洲市の建設型応急仮設住宅では、この制度を利用し対象家電を整備しています。（任

意の家電を選択することはできません。） 

賃貸型応急住宅（みなし仮設）等でこの制度を利用後に、建設型応急仮設住宅に転居す

る場合は、再度、この制度を利用した家電の整備はできません。 

お問合せ先 みなし仮設や公営住宅への入居手続きの際に、併せてご相談ください。 

環境建設課（建築住宅係）  ☎0768-82-7756 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/saigai/202401jishin-kaden.html
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No.４ 各種減免・支払いの猶予など 

 

No.４－１ 市民税の減免 

支援の内容 令和５年度の市民税のうち、令和 6 年 1 月 1 日以後に到来する納期に係る税額を軽減

または免除します。 

対象となる方 災害により下記のいずれかに該当する方 

①死亡された方 

②生活保護法の規定による生活扶助を受けることとなった方 

③障害者となった方 

④自己所有（同一生計配偶者または扶養親族含む。）の住家が中規模半壊以上の損壊

を受けた方で、前年中の合計所得が 1,000 万円以下の方 

必要書類等 ・市税減免申請書 

・り災証明書（写し） 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

その他 手続きは、市役所窓口または郵送で受付しています。 

お問合せ先 税務課 ☎0768-82-773５ 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

No.４－２ 軽自動車税の課税保留 

支援の内容 災害により、所有する軽自動車が被害を受けて使用できなくなった場合、課税を一時的

に保留します。 

対象となる方 災害により使用できなくなった軽自動車を所有している方 

必要書類等 ・軽自動車税課税取消（保留）申立書 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

その他 ・手続きは、市役所窓口または郵送で受付しています。 

・軽自動車以外については、石川県税務課（☎076-225-1273）へお問合せください。 

お問合せ先 税務課 ☎ 0768-82-773５ 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/4/12072.html
https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/4/12072.html#keizidousyazei
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No.４－３ 国民年金保険料の免除 

支援の内容 災害等で大きな被害を受けたことにより納付が困難な場合、保険料の全額が免除されま

す。 

■対象となる保険料 

令和 5 年 11 月分から令和 8 年 6 月分まで 

■申請期間 

申請は毎年度行う必要があります。現在、令和 5 年度（令和 5 年 11 月分から令和 6

年 6 月分まで）の申請を受け付けています。 

 令和 6 年度（令和 6 年 7 月分から令和 7 年 6 月分まで）については、令和 6 年 7 月

以降に申請してください。 

対象となる方 ２０歳以上６０歳未満の第１号被保険者（月額 16,980 円[令和６年度]の国民年金保険

料を納めている方）で、災害により被災し、住宅、家財その他の財産について、おおむね

２分の１以上の損害を受けられた方 

必要書類等 ・国民年金保険料免除・納付猶予申請書 

・国民年金保険料免除・納付猶予申請に係る被害状況届 

・り災証明書、または被害農林漁業者等と認定された被害認定書（写し） 

・（保険金・損害賠償金等が支給された方）保険金・損害賠償金等の支給金額等を確認

できる証明書等（写し） 

※り災証明書等により損害の程度が確認できる場合は『被災状況届』の提出は不要で

す。 

※ご本人以外の方が提出する場合は、必要書類に併せて、本人からの「委任状」が必要

です。 

その他 ・手続きは、市役所窓口、お近くの年金事務所または郵送で受付しています。 

・免除された期間の保険料については、10 年以内に追納する（後から保険料を納める）

ことによって、将来の年金受取額に反映することができます。 

お問合せ先 ・市民課（医療保険・年金係） ☎0768-82-7744  

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

・七尾年金事務所 ☎0767-53-6511  

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

・被災者専用フリーダイヤル（日本年金機構） ☎0120-808-678 

受付時間｜月曜日      8 時 30 分～19 時 

火曜～金曜日 8 時 30 分～17 時 15 分 

第 2 土曜    9 時 30 分～16 時 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/3/13332.html
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No.４－４ 国民健康保険税の減免 

支援の内容 災害により、居住している住宅に損害を受けた、または、主たる生計維持者の収入の減少

が見込まれる等、それぞれの基準に該当する場合は、申請により国民健康保険税を免除ま

たは減額します。 

■対象となる保険税 

令和５年度および令和６年度の保険税のうち、令和６年１月１日から令和７年３月３１日の

間に納期限が設定されているもの。 

※特別徴収の場合は、特別徴収年金給付の支払日 

■申請期間 

令和７年３月 31 日まで 

■減免割合  

複数の基準に該当する場合は、減免額の大きいものを適用します。 

り災証明書の判定結果 減免割合 

全壊 全部 

大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊

床上浸水 
２分の１ 

 

主たる生計維持者が死亡、行方不明 

または重篤な傷病を負った世帯 
全部 

主たる生計維持者の 

収入減少が見込まれる世帯 

対象保険税額※１に、令和５年分の合計

所得金額の区分に応じた減免割合を乗

じた額※２ 

主たる生計維持者以外の 

被保険者が行方不明となった世帯 

当該世帯と被保険者全員について算定

した保険税額と行方不明者以外の被保

検者について算定した保険税額との差

額 

※１対象保険税額＝A×B／C 

A：当該世帯の被保険者全員について算定した保険税額 

B：世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる収入（事業収入、不動産収入、山

林収入、給与収入など。以下「事業収入等」という。）に係る令和５年中の所得の合計額※４

（減少することが見込まれる事業収入等が２以上ある場合はその合計額） 

C：当該世帯の令和５年中の合計所得金額 

※２減免割合 

主たる生計維持者の 

令和５年分の合計所得金額 
減額・免除の割合 

300 万円以下 10 分の 10 

400 万円以下 10 分の 8 
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550 万円以下 10 分の 6 

750 万円以下 10 分の 4 

1000 万円以下 10 分の 2 

※３主たる生計維持者の事業等の廃止や失業の場合には、令和５年分の合計所得金額に

関わらず、対象保険税額の全部が免除となります。ただし、※５に該当する方は、給与収入

の減少に伴う保険税減免の対象となりません。 

※４「減少が見込まれる事業収入等に係る令和５年中の所得額」が０円（マイナスも含む。）

の場合、減免される保険税は０円となります。 

対象となる方 国民健康保険の被保険者で、下記のいずれかに該当する世帯 

①主たる生計維持者の居住する住宅に損害を受けた世帯 

②主たる生計維持者が死亡、行方不明または重篤な傷病を負った世帯 

③主たる生計維持者の令和６年分の事業収入等の減少が見込まれ、次の全てに該当する

世帯 

ア．事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償額等により補填されるべき金額

を控除した額）が令和５年分の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること 

イ．令和５年分の合計所得金額が 1,000 万円以下であること 

ウ．減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の令和５年分の所得の合計が

400 万円以下であること 

必要書類等 ・珠洲市国民健康保険税減免申請書 

・り災証明書（写し） 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

その他必要書類は別途お問合せください。 

その他 ※５会社都合等による退職で、ハローワークから雇用保険受給資格者証が発行され、「特定

受給資格者」または「特定理由離職者」に該当する人は、前年の給与所得を 100 分の 30

とみなして計算を行う軽減制度の対象となります（ただし、離職日時点で 64 歳以下の方に

限ります）。 

・全焼については、令和５年度限りの減免です。 

・手続きは、市役所窓口または郵送で行っています。 

お問合せ先 市民課（医療保険・年金係）  ☎0768-82-7741 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/3/12076.html
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No.４－５ 後期高齢者医療保険料の減免 

支援の内容 災害により、被災された被保険者および主たる生計維持者が被災された方に関しては、

申請により、保険料を減免します。 

■減免対象期間 

令和５年度および令和６年度の保険料であって、 

・納期限が令和 6 年 1 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日の普通徴収保険料 

・年金支給日が令和 6 年 1 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日の特別徴収保険料 

■申請期間 

令和 7 年 3 月 31 日まで 

■減免割合 

複数の基準に該当する場合は、減免額の大きいものを適用します。 

り災証明書の判定結果 減免割合 

全壊 全部 

大規模半壊、中規模半壊、半壊、床上浸水 ２分の１ 

 

主たる生計維持者が死亡、行方不明、 

重篤な傷病を負った方 
全部 

主たる生計維持者の 

収入減少が見込まれる世帯 

対象保険税料額※１に、令和５年分の

合計所得金額の区分に応じた減免割

合を乗じた額※２ 

 

※１対象保険料額＝A×B／C 

A：同一世帯の被保険者について算定したそれぞれの保険料額 

B：世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる収入（事業収入、不動産収入、

山林収入、給与収入など。以下「事業収入等」という。）に係る令和５年中の所得の合計

額※３（減少することが見込まれる事業収入等が２以上ある場合はその合計額） 

C：被保険者の属する世帯の主たる生計維持者および当該世帯に属する全ての被保険

者につき算定した令和５年中の合計所得金額 

※２減免割合 

主たる生計維持者の 

令和５年分の合計所得金額 

減免割合 

300 万円以下 

または事業の廃止・失業の場合 

10 分の 10 

400 万円以下 10 分の 8 

550 万円以下 10 分の 6 

750 万円以下 10 分の 4 

1000 万円以下 10 分の 2 
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※３「減少が見込まれる事業収入等に係る令和５年中の所得額」が０円（マイナスも含

む。）の場合、減免される保険料は０円となりますのでご了承ください。 

対象となる方 下記のいずれかに該当する方 

①主たる生計維持者が死亡、行方不明、重篤な傷病を負った方 

②居住する住宅が損害を受け、り災証明書の被害区分が「半壊」以上または、「床上浸

水」の方 

③世帯の主たる生計維持者の令和６年分の事業収入等※４の減少が見込まれ、次の全

てに該当する世帯 

ア．世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（補償金等により補

填されるべき金額を控除した額）が令和５年分の当該事業収入等の 10 分の３以上で

あること 

イ．世帯の主たる生計維持者の令和５年分の合計所得金額が 1,000 万円以下である

こと 

ウ．世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以

外の令和５年分の所得の合計額が 400 万円以下であること 

必要書類等 ・後期高齢者医療保険料減免申請書 

・り災証明書（写し） 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

その他必要書類は別途お問合せください。 

その他 

※４令和６年分の収入に関しては見込額で提出可能です。ただし、見込みで提出された

収入と実際の収入が大きく異なっていたことが判明した場合は、減免の取り消しや減免

額の変更をさせていただきます。 

・全焼については、令和５年度限りの減免です。 

・手続きは、市役所窓口または郵送で受付しています。 

※石川県後期高齢者医療広域連合へ郵送も可 

お問合せ先 

・市民課（医療保険・年金係） ☎ 0768-82-7744 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

・石川県後期高齢者医療広域連合 ☎076-223-0140 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/3/12076.html#koukikoureisya
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No.４－６ 介護保険料の減免 

支援の内容 令和 6 年 1 月 1 日以降に納期限を迎える令和５年度・令和６年度分の保険料について、

下記の該当する方の介護保険料を減免します。 

■減免割合 

り災証明書の判定結果 減免割合 

全壊 全部 

大規模半壊・中規模半壊・半壊・準半壊 ２分の１ 

■減免期間 

令和 6 年 1 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までに納期限を迎えるもの 

対象となる方 介護保険第１号被保険者（65 歳以上） 

必要書類等 ・介護保険料減免申請書 

・り災証明書（写し） 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど） 

その他 詳細は、福祉課にお問合せください。 

お問合せ先 福祉課（高齢者支援係）  ☎0768-82-7749 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

No.４－７ 介護サービス利用料の免除 

支援の内容 介護保険サービスの利用料（自己負担分（食費・居住費は除く））について、下記の対象

要件に該当する方の介護サービス利用料を免除します。 

介護サービスを受けている事業者の方、または担当のケアマネジャーに下記の対象要件

に該当することを申告してください。 

■免除期間 

令和 6 年 1 月 1 日から令和 6 年９月 30 日までの介護サービス利用分  

※今後の状況によって延長する可能性があります。 

対象となる方 下記のいずれかに該当する方 

①住家が全半壊、全半焼、床上浸水、またはこれに準ずる被災をした 

②主たる生計維持者が死亡し、または重篤な疾病を負った 

③主たる生計維持者の行方が不明である 

④主たる生計維持者が業務を廃止し、または休止した 

⑤主たる生計維持者が失職し、現在収入がない 

必要書類等 
詳細は、福祉課にお問合せください。 

その他 

お問合せ先 福祉課（高齢者支援係） ☎0768-82-7749 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/6/12535.html
https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/6/12535.html#kaigoriyouryou
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No.４－８ 医療費の一部負担金免除（国民健康保険・後期高齢者医療保険） 

支援の内容 医療機関等の窓口で、下記の対象者である旨を申告することで、医療保険の窓口負担

について、支払いが不要となります。 

また、下記対象期間に支払った窓口負担（一部負担金）については、下記対象となる方

の①～⑤のいずれかにあてはまる場合、被保険者（国民健康保険の場合は世帯主）に対

して、還付することができます。 

■対象期間 

令和 6 年 1 月 1 日から 9 月 30 日まで 

対象となる方 国民健康保険または後期高齢者医療保険の被保険者で下記のいずれかに該当する方 

①住家が全半壊、全半焼、床上浸水、またはこれに準ずる被災をされた方 

②主たる生計維持者が死亡し、または重篤な疾病を負った方 

③主たる生計維持者の行方が不明である方 

④主たる生計維持者が業務を廃止し、または休止された方 

⑤主たる生計維持者が失職し、現在収入がない方 

必要書類等 ・り災証明書（写し） 

・一部負担金免除申請書 

・領収書（または支払証明書） 

・還付申請書 

その他 ・医療機関等の窓口で申告した内容について、後日、珠洲市または石川県後期高齢者

医療広域連合から確認が行われることがあります。 

・柔道整復、はり・きゅう、あんま・マッサージ、補装具などの療養費や移送費、入院時の

食費、予防接種、文書代などの保険外費用については支払いが必要です。 

お問合せ先 ・市民課（医療保険・年金係） ☎0768-82-７７４１ 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

・石川県後期高齢者医療広域連合 ☎076-223-0140 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/3/11838.html
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No.４－９ 保育料の減免 

支援の内容 児童の属する世帯が現に居住している住宅または家財が、災害により被害を受けた場

合は、保育料を減免します。 

■減免割合 

り災証明書の判定結果 減免割合 

全壊、全焼またはこれに類する著しい被害を受けた場合 全部 

半壊、半焼相当の被害を受けた場合 ２分の１  

■減免対象 

保育料、延長保育料 

■減免期間 

災害を受けた日の属する月から令和７年３月 31 日まで 

対象となる方 住宅または家財に半壊相当以上の損害を受けた方 

必要書類等 ・保育料減免申請書 

・り災証明書（写し） 

その他 全ての児童の給食費は、当面の間、免除します。 

お問合せ先 福祉課（子育て支援係） ☎0768-82-7747 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

No.４－１０ 小中学校の給食費の免除 

支援の内容 
市内の小中学校と義務教育学校の計１１校で提供する給食を当面の間、無償化しま

す。 

対象となる方 すべての方 

必要書類等 申請は不要です 

お問合せ先 教育委員会事務局（学校教育係） ☎0768-82-7816 

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/6/12079.html
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No.４－１１ 市営住宅および賃貸住宅コーポ晴気台の住宅使用料等免除 

支援の内容 災害によるライフライン等の途絶のため、市営住宅および賃貸住宅コーポ晴気台の住宅

使用料等を免除します。 

■対象住宅 

①吾妻団地市営住宅 

②正院住宅市営団地 

③野々江団地市営住宅 

④賃貸住宅コーポ晴気台 

■免除期間 

免除はライフライン等の復旧状況を鑑みながら実施します。 

■免除対象 

住宅使用料、駐車場使用料（※使用料は無料となります。） 

対象となる方 対象住宅に居住されている方 

必要書類等 申請は必要ありません 

お問合せ先 環境建設課（建築住宅係） ☎0768-82-7756 

受付時間｜平日 8 時 30 分～18 時 30 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/5/9009.html
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No.５ 事業者に対する支援 

 

No.５－１ なりわい再建支援事業 

支援の内容 災害の被害を受けた石川県内に事業所を有する中小企業・小規模事業者等の工場・店

舗などの施設、生産機械などの復旧費用等を補助します。 

■補助金額・補助率 

補助金額 上限１５億円 

補助率 ３/４（中堅企業等は１/２） 

■公募期間 

令和６年４月１日（月）～ 

■補助対象経費 

工場・店舗などの施設、生産機械などの設備の復旧費用等 

対象となる方 石川県内に事業所を有する中小企業・小規模事業者等 

必要書類等 必要書類は別途お問合せください。 

お問合せ先 

【お問合せ先】 

金沢事業者支援センター ☎0570-076-225 

受付時間｜平日 10 時～17 時 

【書類提出先】 

〒920-8580 石川県金沢市鞍月１－１ 

石川県庁 経営支援課 金沢事業者支援センター  

（石川県なりわい再建支援補助金交付申請書在中と記載してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/nariwai.html
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No.５－２ 雇用調整助成金の特例措置 

支援の内容 災害に伴う経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維

持を図るための休業、教育訓練、出向に要した費用を助成します。 

■特例措置の内容 

①休業等または出向を実施した場合の助成率を引き上げます。 

【中小企業】 2／3 → 4／5 【大企業 1／２ → 2／3  

②支給日数を「1 年間で 100 日」から「1 年間で 300 日」に延長します。 

③新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が 6 か月未満

の労働者についても助成対象とします。 

④過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主であっても、 

ア．通常、支給日数は 3 年間で通算 150 日までのところ、今回の特例の対象となった

休業等については、この制限は適用しません。 

イ．前回の対象期間の満了日の翌日から１年を経過していなくても助成対象とします。 

⑤休業等規模要件（対象労働者の所定労働日数に対する休業等の延日数の割合）を緩

和します。 

【中小企業】 1／20 以上 → 1／40 以上 【大企業】 1／15 以上→ 1／30 以上 

⑥残業相殺を撤廃します。 

⑦生産指標の確認期間を 3 か月から 1 か月に短縮します。 

⑧最近 3 か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象とします。 

⑨地震発生時に事業所設置後 1 年未満の事業主についても助成対象とします。 

⑩計画届の事後提出を可能とします。 

対象となる方 ・災害に伴う経済上の理由により休業等または出向を行う事業主 

・休業等または出向の初日が令和 6 年 1 月 1 日から令和 6 年 6 月 30 日までの間にあ

る雇用調整が対象 

必要書類等 必要書類は別途お問合せください。 

お問合せ先 ・雇用調整助成金コールセンター ☎0120-603-999 

受付時間｜全日 9 時～21 時 

・石川労働局職業対策課 ☎076-265-4428 

 受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_20200515.html
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No.５－３ 雇用保険の基本手当の特例措置 

支援の内容 災害に伴い、事務所が災害により休止・廃止したため休業を余儀なくされ、労働者に賃

金（休業手当を含む）を支払うことができない場合、実際に離職していなくても、又は再

雇用を約した一時的な離職の場合であっても、労働者の方は失業給付（雇用保険の基

本手当）を受給することができます。 

※本特例措置を利用して、基本手当の支給を受けた方については、休業又は一時離職

後に、元の事業所に復帰して雇用保険被保険者資格を取得しても、当該休業又は 一時

離職前の雇用保険の被保険者であった期間は通算されません。また、休業されていた労

働者の方が再び就業することになった場合、またはこの特例の実施期限（令和６年 12 月

31 日）が到来した場合には、改めて「雇用保険被保険者資格取得届」の提出が必要で

す。 

対象となる方 雇用保険に６か月以上加入している等の要件を満たす方 

※労働者が雇用されている事業所は被災地外でも、労働者の就業場所（店舗、建設現

場、派遣先など）が被災地域内の場合も対象になります。 

必要書類等 必要書類は別途お問合せください。 

お問合せ先 石川労働局職業安定課 ☎070-4085-6584  

受付時間｜平日 8 時 30 分～17 時 15 分 

 

 

 

No.５－４ 農林水産の相談窓口 

支援の内容 災害の影響を受けた農林漁業者を支援するため、県内に相談窓口を設置します。 

対象となる方 
詳細については、お問合せください。 

必要書類等 

お問合せ先 【現地相談窓口】 

石川県珠洲農林事務所 ☎0120-338-760 

受付時間｜毎日 9 時～17 時 

※対面による相談も実施中（予約制） 

 

【その他の窓口】 

（農業・畜産・林業に関すること） 

石川県奥能登農林総合事務所 ☎0768-26-2322 

受付時間｜平日 9 時～18 時 

 

【漁業に関すること】 

石川県漁業協同組合 ☎076-234-8815 

受付時間｜平日 9 時～17 時 

https://www.mhlw.go.jp/content/001186731.pdf
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/nousei/2024notohantoujisin/soudanmadogutisetti.html
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No.５－５ 能登事業者支援センター 

支援の内容 事業再建に向けた経営相談、補助金・融資・雇用維持等の支援制度に関する相談など

様々な相談に対応するため、能登事業者支援センターを開設しています。 

 

■対面相談 ※予約制 

ア．受付時間 

①10 時～ ②11 時 30 分～ ③13 時～ ④14 時 30 分～ ⑤15 時 30 分～ 

イ．予約方法 

 電話にて受付（☎0768－26－2380） 

■場所 

 石川県奥能登総合事務所 4 階（のと里山空港内） 

対象となる方 
詳細については、お問合せください。 

必要書類等 

お問合せ先 能登事業者支援センター ☎0768-26-2380 

受付時間｜平日 10 時～17 時 

 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/r6notocenter.html


 

 

【珠洲市公式ホームページ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 6 年能登半島地震） 

被災者生活再建支援パンフレット（第 1 版） 

 

※令和 6 年 5 月 17 日現在の情報を基に作成しています。 

今後内容が変更される場合がありますので、あらかじめご了承ください。 
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編集発行 珠洲市役所 
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